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はじめに 

＜再生可能エネルギーをめぐる論点＞ 

①バイオマスの役割と限界 

②エネルギー供給体制の変化 

③都市のスマート化 

④地域振興 

⑤災害時自主エネルギー供給体制 

 

 



バイオマスの役割と限界 

役割（再生可能エネルギー源） 
•  入口：エネルギー供給と３Ｅ 
•     （エネルギー・環境・経済） 
•  出口：CO2 地球温暖化問題 
•  放置された林地残材の有効利用で森林整備 
• 食品残さの資源化・エネルギー回収で廃棄物処理 
• 建設廃材処理で廃棄物発電、 
• 都市ごみ処理で発電 
限界 

• 無計画伐採、林地や自然環境破壊、資源循環とエネ
回収の優先順位、コストの壁、 新産業成立の困難性     
 



エネルギー供給体制の変化 

１．地域独占電力供給体制の見直し 

  地域独占電力間の融通体制 

  小売電気事業の規制緩和、ＰＰＳ 

  発送電分離 

  地域分散発電の促進と系統連係の課題 

２．地産地消エネルギー供給体制構築の課題 

  バックアップ、責任事業主体の形成、 

  地域を超えたネットワークか地域還元か 



都市のスマート化 

• スマートグリッド、 ＩＴ都市、スマートｼﾃｲへ 

• 需給の見える化と調整機能による大幅な省
エネ化 

• 再生可能エネルギーと都市ガスの有効な組
み合わせによる安定供給 

• 都市ごみ焼却施設、下水処理施設等へのグ
リッド機能の期待 

• 防災時自立化と避難拠点化、頑健な拠点施
設のニーズ 

 



地域振興 

• バイオマス発電の実施主体の形成進むか 

• 林業、農業、水産業における事業振興は 

• 食品リサイクル事業における事業振興は 

• 地方自治体による発電事業（地域エネルギー
計画）は地域に何をもたらしうるか 

• 都市ごみ処理主体（自治体・事業者）による
多様な電気小売事業は何をもたらすか 

 



災害時自主エネルギー供給体制 

• ごみ焼却施設等の防災拠点化 

• 学校校舎等公共施設の避難場化との連携 

 

 



1. 廃棄物行政とごみ発電の現状 



循環型社会形成推進のための法体系 

出典：環境省 



廃棄物の排出量削減と温室効果ガスの排出量
の関係 



ごみ処理の流れと課題 
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出典：環境省 



ごみ発電の状況 

出典：環境省 



発電能力の現状(Ｈ23年度） 
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ごみ焼却施設の課題 

環 境 保 全 性 の 向 上

ダイオキシン類等の排出削減

集じん灰の無害化・資源化
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１．３Ｒとサーマルリカバリーの優先順位 
 （廃棄プラスチックの熱利用のあり方） 
２．ごみ焼却発電かＭＢＴか 
３．産業界での廃棄物の燃料利用促進 
４．広域処理と高効率ごみ発電 
５．メタンー焼却コンバインドの有効性 
６．小規模処理におけるＧＨＧ対策 
 

廃棄物分野の地球温暖化対策の 

基本課題 



ごみ焼却施設の発電効率向上目標 
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ごみ焼却施設の発電効率実績と試算結果

2000年代

1990年代

1980年代全体

【実績施設発電効率】

◇ 1970年代 □ 1980年代 ○ 1990年代（300℃） △ 1990年代（400℃） ○ 2000年代（300℃） △ 2000年代（400℃）

【試算結果】

■ 4MPa×400℃ ● 水冷復水器

4MPa×400℃＋水冷復水器

4MPa×400℃

出典:環境省 18 出典：環境省 



 発電効率に影響を及ぼす因子 

発電方式 ①焼却発電 
②ガス化発電 
③RDF発電 
④コンバインド発電（スーパーごみ発電） 

ごみ質 発熱量、塩素濃度等 

施設規模 スケールメリット 

熱回収率 ①燃焼空気比 
②エコノマイザ出口温度 
③排ガス循環の有無 

蒸気利用率 ①白煙防止の有無 
②触媒再加熱の有無 
③余熱利用の有無 

発電システム効率 ①蒸気条件（温度、圧力） 
②復水器形式（空気式、水冷式） 
③再生サイクルの有無 

公害防止条件と排ガ
ス処理方式 

①HCL、SOｘ除去方式(乾式、半乾式、湿式） 
②NOｘ除去方式（触媒方式、無触媒方式） 

排水処理条件 放流の可否（無法流、下水放流） 19 
出典:環境省 



環境省のごみ発電促進策 

１．高効率ごみ発電設備導入促進 

 

 

 

２．廃棄物処理施設の基幹的設備改良 



各種マニュアルの整備 

 
  
 ①高効率ごみ発電施設整備マニュアル （平成２１年３月） 
  

 ②廃棄物処理施設長寿命化計画作成の手引き（ごみ焼却
施設編）（平成２２年３月） 

  

 ③廃棄物処理施設の基幹的設備改良マニュアル（平成２２
年３月） 

  

 ④高効率ごみ発電施設整備マニュアルＱ＆Ａ集（平成２２
年６月） 
 

http://www.env.go.jp/recycle/misc/he-wge_facil/index.html
http://www.env.go.jp/recycle/waste/3r_network/7_misc/gl-ple_prov.pdf
http://www.env.go.jp/recycle/waste/3r_network/7_misc/gl-ple_prov.pdf
http://www.env.go.jp/recycle/waste/3r_network/7_misc/gl-ple_prov.pdf
http://www.env.go.jp/recycle/misc/facility_improve/manual.pdf
http://www.env.go.jp/recycle/misc/he-wge_facil/q-a.pdf


ごみ発電促進策の予想 
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出典：環境省 



熱回収施設認定基準（産業廃棄物） 

産業廃棄物の焼却施設のうち熱回収を行っている施
設が少ない現状を踏まえ、熱回収施設の裾野を拡げ
るという観点から、認定にあたっては年間の熱回収率
が10％以上であることを求めている。 

 

熱回収施設設置者認定制度は、廃棄物を主として処
理する施設を対象としていることから、当該熱回収施
設に投入される燃料の総熱量は、廃棄物の総熱量と
燃料の総熱量を合計した熱量の30％を超えないことと
している。 
 



※認定を受けた順に整理しております。 

廃棄物熱回収施設設置者の認定状況 

  認定年月日 認定を受けた者 
認定した 

都道府県等 
熱回収率 (％) 熱回収の方法 

産
廃 

一
廃 

1 平成23年10月4日 豊田ケミカルエンジニアリング株式会社 愛知県 17.0% 発電・熱利用の併用 ○   

2 平成23年10月25日 株式会社総環 大阪市 20.2% 発電 ○   

3 平成23年12月27日 株式会社市原ニューエナジー 千葉県 23.9% 発電・熱利用の併用 ○ ○ 

4 平成24年2月7日 株式会社クレハ環境 川崎市 15.8% 発電・熱利用の併用 ○   

5 平成24年2月8日 北九州エコエナジー株式会社 北九州市 17.0% 発電 ○   

6 平成24年2月23日 株式会社日産クリエイティブサービス 横須賀市 32.4% 発電以外の熱利用 ○   

7 平成24年3月22日 株式会社フジコー 千葉県 15.5% 発電 ○   

8 平成24年3月28日 株式会社旭商会 相模原市 14.6% 発電以外の熱利用 ○   

9 平成24年3月30日 石﨑産業株式会社 富山市 20.5% 発電・熱利用の併用 ○   

平成２４年４月１日現在 

24 
出典：環境省 



廃棄物処理エネルギー導入・低炭素化促進事業 

対象事業 

    

 

   

○民間事業者 

  ①廃棄物高効率熱回収                ⑤廃棄物燃料製造 

  ②バイオマス発電                                 ⑥バイオマス燃料製造 

  ③バイオマス熱供給           ⑦ごみ発電ネットワーク 

  ④バイオマスコージェネレーション    ⑧熱輸送システム     

   

  ①～⑥：高効率熱回収又は燃料製造にともない追加的に生じる施設整備費 

       （ただし、補助対象となる施設整備費の１／３を限度） 

     ⑦、⑧：補助対象となる施設整備費の１／２  

○民間事業者 

又は地方公共団体 

 

⑨電動式塵芥収集車導入補助 

 

 

⑨：塵芥車、廃棄物運搬車等として低
炭素自動車を導入する事業（購入、
リース）  について、通常車両との
差額の１／２ 

廃棄物処理業者等が行う高効率な廃棄物エネルギー利用施設及びバイオマスエネルギー
利用施設の整備事業について補助。 
 

廃棄物処理法改正（平成22年6月）により熱回収施設設置者認定制度が創設されたことを受
けて、平成23年度より廃棄物焼却炉に高効率熱回収設備を導入する事業への補助制度を
新設。 

廃棄物収集・運搬車の低炭素化を図る事業への補助制度 
 

25 
出典：環境省 



２．バイオマス利用促進の新しい動き 





28 
環境省資料 



出典：環境省 



出典：環境省 



新たな廃棄物処理施設整備計画 

①平成２５年度から２９年度までの５カ年計画 

 

② ３Ｒの推進＋災害対策＋地球温暖化対策 

③ 広域的な視点に立った強靭な廃棄物処理  
システムの確保 



重点目標 

• ごみのリサイクル率：２２％から２６％へ 

• 最終処分場の残余年数：平成２４年度の水準
維持 

• 発電効率： １６％から２１％へ 

• 浄化槽処理人口普及率： ９％から１２％へ 



廃棄物処理システムの方向性 

 市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進 
 

 広域的な視点に立った廃棄物処理システムの改善 
  ストックマネジメント手法の導入 

  資源有効利用や地球温暖化対策の観点から具体的な指標を決
める 

 地球温暖化防止及び省エネルギー・創エネルギーへの取り組み
にも配慮した廃棄物処理施設の整備 
 

 廃棄物系バイオマスの利活用 
  廃棄物焼却施設の熱回収とメタン回収施設の組合せ 
 災害対策の強化 

  広域圏ごとに一定の余裕を持った焼却施設や最終処分の能力を
維持する。核となる施設はシステムとしての強靭性を確保 



３．ごみ焼却とメタン発酵のコンバインド 



乾式メタン発酵施設の例
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焼却・メタン発酵コンバインドシステム 

ごみ分別 

焼却施設 

ガス発生 

メタン発酵施設 

ろ液 

発電 

固液分離 

プロセス水 

廃水処理 

汚泥 

下水道 

埋立 



コンバインドシステム評価結果（200t/日）（FIT適用）
（２）

ごみ焼却施設
で全量処理

コンバインド
処理

差
削減率
（％）

－ －

550,000 525,000 25,000 4.5

210,000 200,000 10,000 4.8

-178,640 -311,304 132,664 -74.3

燃料費 4,536 4,088 448 9.9

上水料金 3,416 3,808 -392 -11.5

薬品費 44,576 42,000 2,576 5.8

埋立処分費 72,800 72,800 0 0.0

人件費 140,000 164,024 -24,024 -17.2

86,688 -24,584 111,272 128.4

846,688 700,416 146,272 17.3

温室効果ガス 2,590 1,110 1,480 57.1

減価償却費＋補修費+運転費(千円/年)

CO2排出量

項目

処理量（t/日） 200

減価償却費（20年間）（千円/年）

電力費

小計

運転費
（千円/年）

補修費（千円/年）

51



防府市の例 



長岡市の例 





砂川地区保健衛生組合 



中・北空知エネルギー回収設備 



４．ごみ発電のネットワーク化 



ごみ発電ネットワークの構築

PPS 

pps 

出典：東京エコサービス㈱ 



ごみ発電のネットワーク化のメリット 

廃棄物焼却施設
（中小規模）

廃棄物焼却施設
（大規模）

・中小都市におけるごみ発電
では送電端電力量が小さい。

・わずかな余剰電力を売電す
る程度で、それを増やす工夫
もほとんどされていない

・定期補修時などは一般電気
事業者から高価な電力を購入
しなければならない。

・送電端電力量は大きいもの
の搬入量に左右される発電で、
電力需要を意識した施設運営
はされていない。

・定期補修時などは一般電気
事業者から高価な電力を購入
しなければならない。

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

・仮想の大規模化

・平準化された良質な供
給電力

・PPSによる需給管理

・定期補修時、非常時など
の安価な電力融通

・需要を意識した発電で収
入増の可能性

・地域エネルギーの核、地
域エネルギーの確保



エネルギーの地産地消構想 



５．新しいごみ焼却施設のあり方 

１．災害に強い施設 

 受変電施設の位置 

 耐震設計・煙突ピット棟の構造 

２．避難場所になりうる施設 

 オープンスペース・鉄筋３階以上 

 施設自立運転可能化・薬剤貯蔵 

 宿泊所・暖冷房・入浴 

 水の供給源 

３．地域のエネルギー供給施設 

 



１．検討条件 

人口 ８０万人の都市の清掃工場 

   規模800ｔ／ｄ（400×２炉） 

ごみ発電付（蒸気タービン18000ｋW） 

 

管理棟、付属棟（燃料基地、車両基地等） 

運動公園、市民農園、 

避難人数6000人想定 

  

 



防災拠点清掃工場配置図 

清掃工場 
４００ｔ／ｄ×２炉 

 
受変
電 

非常
用発
電 

ごみ 
発電 

ヘリ
ポート 

水貯 
留槽 

燃料タンク 防災倉庫 車両基地 破砕選別施設 

管理棟 
カプセルホテル 

厨房 
大浴場 

通信機能 

市民菜園公園 

運動公園 



１．通常運転モード 
２．災害時運転モード 
  ①非常用発電起動手順 
  ②焼却炉自力運転起動手順 
  ③ボイラ・蒸気タービン立上げ手順 
  ④内部負荷追随運転 
  ⑤ピット残量対応最小負荷運転 
  ⑥排ガス処理最小運転 
  ⑦夜間蓄電池充電モード 

 

運転モードのプログラミング 



終わり 


